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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 204,362 3.1 11,449 △5.8 14,456 2.4 9,133 7.2
26年3月期 198,161 3.1 12,148 △1.3 14,113 △2.8 8,520 △0.8

（注）包括利益 27年3月期 28,422百万円 （146.4％） 26年3月期 11,537百万円 （△37.6％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 営業収益営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 52.12 ― 3.7 3.5 5.6
26年3月期 48.62 ― 3.7 3.7 6.1

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 486百万円 26年3月期 185百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 433,041 263,089 60.2 1,486.99
26年3月期 396,238 236,641 59.2 1,337.56

（参考） 自己資本 27年3月期 260,555百万円 26年3月期 234,400百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 20,691 △20,562 1,638 43,276
26年3月期 19,701 △23,144 11,634 41,236

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― 6.00 ― 6.00 12.00 2,103 24.7 0.9
27年3月期 ― 6.00 ― 6.00 12.00 2,103 23.0 0.8
28年3月期(予想) ― 6.00 ― 6.00 12.00 21.9

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 107,000 7.8 6,200 10.1 7,350 2.4 4,850 7.2 27.68
通期 218,000 6.7 12,700 10.9 15,000 3.8 9,600 5.1 54.79



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 175,921,478 株 26年3月期 175,921,478 株
② 期末自己株式数 27年3月期 698,107 株 26年3月期 676,545 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 175,234,711 株 26年3月期 175,254,897 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 141,638 1.8 8,025 △9.4 10,880 △1.0 7,369 △5.4
26年3月期 139,075 1.6 8,861 △9.2 10,985 △6.5 7,789 5.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

27年3月期 42.04 ―
26年3月期 44.43 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 381,937 240,665 63.0 1,372.94
26年3月期 350,321 218,859 62.5 1,248.38

（参考） 自己資本 27年3月期 240,665百万円 26年3月期 218,859百万円

2. 平成28年 3月期の個別業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる条件等については、添付資料３ページ及び４ページ「１．経営成績(1)経営成績に関する分析・次期の見通し」をご覧ください。 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 75,000 7.5 4,400 13.0 5,900 3.2 4,000 4.5 22.82
通期 152,000 7.3 9,100 13.4 11,500 5.7 7,800 5.8 44.50
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１．経 営 成 績 

 

(1) 経営成績に関する分析 

 ① 当期の経営成績 

当期の世界経済は、中国など新興国で景気の拡大テンポが緩やかになったものの、米国で

景気が着実に回復しているほか、欧州でも持ち直しの動きが続きました。またわが国経済は、

個人消費が底堅い動きとなり、輸出や生産に持ち直しの動きがみられるなど、景気は緩やか

な回復基調が続きました。 

こうした経済情勢にあって、当社グループを取り巻く事業環境は、倉庫及び港湾運送等物

流業界においては、貨物量の伸び悩みや競争の激化等により、また不動産業界においては、

賃貸オフィスビルの需給改善の兆しがあるものの本格的な賃料水準の回復には至らず、引き

続き厳しい状況のうちに推移しました。 

このような状況の下、当社グループは、積極的な営業活動を推進し、物流事業では、医薬

品等の配送センター業務の拡大、海外拠点の拡充等に努め、不動産事業では、テナントの確

保及び賃料水準の維持・向上に努めるとともに東京・日本橋に災害に強い環境配慮型の高層

オフィスビル「日本橋ダイヤビルディング」の建設を進め、平成 26 年９月に竣工・稼働し

ました。他方、コスト管理の徹底と新しい物流情報システムの稼働等による業務の効率化を

一層推し進め、業績の確保に努めました。 

この結果、営業収益は、物流事業で、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が懸念さ

れたものの、倉庫、陸上運送、港湾運送及び国際運送取扱の各事業において貨物取扱が増加

し、不動産事業で、神戸ハーバーランド商業施設「umie」等が寄与した一方、オフィスビル

等の需要減退の影響やマンション販売物件の減少等により収入が減少したものの、全体とし

て前期比 62 億円（3.1％）増の 2,043 億 6 千 2 百万円となりました。また営業原価は、物流

事業で、貨物取扱の増加に伴い作業運送委託費等が増加したほか、不動産事業で、前期に計

上した神戸ハーバーランド商業施設 umie 等の開業に伴う一時費用がなくなり、マンション販

売物件の減少に伴い不動産販売原価等が減少したものの、日本橋ダイヤビルディングの新規

稼働に伴う減価償却費の増加や不動産取得税等の一時費用の計上等があったため、全体とし

て前期比 62 億 8 千 4 百万円（3.6％）増の 1,832 億 2 千 6 百万円となり、販売費及び一般管

理費は、日本橋ダイヤビルディングの新規稼働に伴う本社分の一時費用の計上等により、同

6 億 1 千 5 百万円（6.8％）増の 96 億 8 千 6 百万円となりました。 

このため、営業利益は、物流事業で増益、不動産事業で減益となり、全体として前期比 6

億 9 千 9 百万円（5.8％）減の 114 億 4 千 9 百万円となりましたが、経常利益は、受取配当

金や持分法による投資利益の増加等により、同 3 億 4 千 2 百万円（2.4％）増の 144 億 5 千 6

百万円となりました。また当期純利益は、当期の法定実効税率引下げ等に伴う法人税等の負

担減少もあり、前期比 6 億 1 千 3 百万円（7.2％）増の 91 億 3 千 3 百万円となりました。 

 

 （セグメント別の概況） 

当社グループのセグメント別の概況は次のとおりであります。 

   イ 倉庫・港湾運送等の物流事業 

倉庫・陸上運送の両事業は、医薬品、家電製品等の取扱が堅調に推移したため、営業収益

は倉庫事業で前期比 3.8％増の 389 億 1 千 1 百万円、陸上運送事業で同 3.4％増の 440 億 8

千 5 百万円となりました。また港湾運送事業は、コンテナ貨物の取扱が増加したため、営業

収益は前期比 5.0％増の 174 億 5 千 7 百万円となり、国際運送取扱事業は、輸出入貨物の取

扱が増加したほか為替円安の影響もあり、営業収益は同 7.6％増の 504 億 8 千 6 百万円とな
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りました。 

この結果、物流事業全体の営業収益は、前期比 79 億 2 千万円（4.9％）増の 1,704 億 2 百

万円となりました。また営業費用は、貨物取扱の増加に伴い作業運送委託費等が増加したほ

か、新しい物流情報システムの稼働に伴う減価償却費の増加もあり、前期比 75 億 3 千 2 百

万円（4.8％）増の 1,631 億 9 千 7 百万円となりました。このためセグメント利益（営業利

益）は、前期比 3 億 8 千 7 百万円（5.7％）増の 72 億 4 百万円となりました。 
 

   ロ 不動産事業 

主力の不動産賃貸事業は、神戸ハーバーランド商業施設 umie 等が寄与した一方、オフィス

ビル等の需要減退の影響を受けたこともあり、営業収益は前期並みの 301 億 7 百万円となり

ました。その他の営業収益は、設計施工事業における受注増加があったものの、マンション

販売事業における販売物件の減少等により前期比 20.6％減の 58 億 3 千 3 百万円となりまし

た。 

この結果、不動産事業全体の営業収益は、前期比 15 億 4 千 2 百万円（4.1％）減の 359

億 4 千 1 百万円となりました。また営業費用は、日本橋ダイヤビルディングの新規稼働に伴

う減価償却費の増加や不動産取得税等の一時費用の計上があったものの、前期に計上した神

戸ハーバーランド商業施設 umie 等の開業に伴う一時費用がなくなったほか、マンション販

売物件の減少に伴う不動産販売原価の減少もあり、前期比 10 億 7 百万円（3.6％）減の 267

億 7 千 4 百万円となりました。このためセグメント利益（営業利益）は、前期比 5 億 3 千 5

百万円（5.5％）減の 91 億 6 千 6 百万円となりました。 

 
セグメント別営業収益  

 前    期 当    期 前期比増減（△印減） 

金 額 率 

 
物 流 事 業 
（倉 庫 事 業） 
（陸 上 運 送 事 業） 
（港 湾 運 送 事 業） 
（国際運送取扱事業） 
（そ の 他） 

百万円
    162,481 
 (   37,498 ) 
 (   42,645 ) 
 (   16,623 ) 
 (   46,934 ) 
 (   18,778 ) 

百万円
    170,402 
 (   38,911 ) 
 (   44,085 ) 
 (   17,457 ) 
 (   50,486 ) 
 (   19,461 ) 

百万円 
     7,920 
 (   1,412 ) 
 (   1,439 ) 
 (     833 ) 
 (   3,551 ) 
 (     683 ) 

％
    4.9 
(   3.8 ) 
(   3.4 ) 
(   5.0 ) 
(   7.6 ) 
(   3.6 ) 

不 動 産 事 業 
（不動産賃貸事業） 
（そ の 他） 

     37,484 
 (   30,133 ) 
 (    7,351 ) 

     35,941 
 (   30,107 ) 
 (    5,833 ) 

  △ 1,542  
 (△    25 ) 
 (△ 1,517 ) 

 △ 4.1 
(△ 0.1 ) 
(△20.6 ) 

セグメント間取引消去   △  1,804   △  1,981   △   176       - 

合       計     198,161     204,362      6,200     3.1 

(注)セグメント間取引消去は、物流事業と不動産事業の営業収益に含まれるセグメント間取引分の消去である。 

 

② 次期の見通し 

今後の世界経済は、米国で景気の着実な回復が続くと見込まれるほか、欧州で次第に持

ち直しに向かい、中国など新興国では緩やかな拡大傾向が続くものと期待されます。また

わが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかに

回復していくことが期待されます。 
こうした経済情勢にあって、当社グループを取り巻く事業環境は、倉庫及び港湾運送等

物流業界においては、貨物量の緩やかな増加が見込まれるものの競争の激化等により厳し

い状況が続き、また不動産業界においては、賃貸オフィスビルの需給改善が見込まれるも

のの本格的な賃料水準の回復による業況の改善にはなお時間を要するものと思われます。 
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 次期の営業収益は、(ｲ)物流事業で、倉庫、陸上運送の両事業における配送センター業務

の拡大、港湾運送事業におけるコンテナ貨物の取扱増加、国際運送取扱事業における海上

貨物や航空貨物の取扱増加等により増収が予想され、(ﾛ)不動産事業で、主力の不動産賃貸

事業で当期に稼働した日本橋ダイヤビルディングの通期寄与のほか、マンション販売事業

における販売物件の増加もあり増収が予想されるため、(ﾊ)全体の営業収益は、当期を約 136

億円上回る 2,180 億円程度と推定されます。 

他方営業原価は、(ｲ)物流事業において、貨物取扱の増加に伴う作業運送委託費等の増加

が見込まれるほか、(ﾛ)不動産事業において、日本橋ダイヤビルディングの稼働に伴う不動

産取得税等の一時費用がなくなるものの、マンション販売物件の増加に伴う不動産販売原

価等の増加が見込まれるため、(ﾊ)全体で当期を約 123 億円上回る 1,956 億円程度と推定さ

れ、販売費及び一般管理費は、当期並みの 97 億円程度と推定されます。 

 この結果、営業利益は、物流、不動産の両事業とも増益となり、全体で当期を約 12 億円

上回る 127 億円程度と推定され、また経常利益は、当期を約 5 億円上回る 150 億円程度、

親会社株主に帰属する当期純利益は、当期を約 4 億円上回る 96 億円程度と推定されます。 

なお、次期の個別業績については、連結業績と同様の事情により、営業収益は、当期を約

103 億円上回る 1,520 億円程度、営業利益は、当期を約 10 億円上回る 91 億円程度、経常利

益は、当期を約 6 億円上回る 115 億円程度、当期純利益は、当期を約 4 億円上回る 78 億円

程度と推定されます。 

 

(2) 財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

当期末の総資産は、日本橋ダイヤビルディングの新規稼働に伴い「建物及び構築物」等

が増加したほか、株式相場回復に伴い「投資有価証券」が増加したため、前期末比 368 億 2

百万円増の 4,330 億 4 千 1 百万円となりました。 

他方当期末の負債合計は、新規借入に伴い「長期借入金」が増加したほか、株式相場回

復に伴い「繰延税金負債」が増加したため、前期末比 103 億 5 千 5 百万円増の 1,699 億 5

千 2 百万円となりました。 

また当期末の純資産は、当期純利益の計上により「利益剰余金」が増加したほか、株式

相場回復に伴い「その他有価証券評価差額金」が増加したため、前期末比 264 億 4 千 7 百

万円増の 2,630 億 8 千 9 百万円となりました。 

この結果、当期末の自己資本比率は、前期末を 1.0 ポイント上回る 60.2％となりました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

  当期の連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローの増加、投資活動

によるキャッシュ・フローの減少、財務活動によるキャッシュ・フローの増加に「現金及

び現金同等物に係る換算差額」（2 億 7 千 2 百万円の増加）を加えた全体で 20 億 4 千万円

の増加となり、現金及び現金同等物の期末残高は 432 億 7 千 6 百万円となりました。 

  なお、当期の連結キャッシュ・フロー（20 億 4 千万円の増加）は、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの増加から投資活動によるキャッシュ・フローの減少を差し引いた額（フリ

ーキャッシュフロー）が前期を上回ったものの、財務活動によるキャッシュ・フローの増加

額が前期を下回ったため、前期（87 億 7 千 4 百万円の増加）に比べ、67 億 3 千 4 百万円下

回りました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益や減価償却によ

る資金の留保等により、206 億 9 千 1 百万円の増加となりました。 
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なお、当期のキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益や減価償却による資金の

留保が多かったため、前期（197 億 1 百万円の増加）に比べ、9 億 8 千 9 百万円上回りまし

た。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出等により、205

億 6 千 2 百万円の減少となりました。 

   なお、当期のキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出が多かった前期（231 億

4 千 4 百万円の減少）に比べ、25 億 8 千 1 百万円上回りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出や配当金の支払等

があったものの、借入れによる収入により、16 億 3 千 8 百万円の増加となりました。 

なお、当期のキャッシュ・フローは、社債の発行による収入があった前期（116 億 3 千 4

百万円の増加）に比べ、99 億 9 千 6 百万円下回りました。 
 

③ 次期の見通し 

次期のキャッシュ・フローについては、次期の利益及び減価償却による資金の留保等に加

えて新規借入等による資金調達を検討しているものの、名古屋・飛島配送センター増築等の

設備投資（固定資産の取得）による支出、借入金の返済及び社債（70億円）の償還等が予定

されるため、現金及び現金同等物の期末残高は当期並みと予想しております。 
 

④ キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 24 年３月期 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期

自 己 資 本 比 率      59.3      60.2      59.2      60.2 

時価ベースの自己資本比率      48.5      81.6      63.5      75.9 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率       3.7       3.0       3.7       3.7 

インタレスト・カバレッジ・レシオ      20.4      26.3      26.3      26.7 

 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 (注)１.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

   ２.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。 

   ３.キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債の

うち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、

連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

① 利益配分に関する基本方針 

当社の主たる事業は、倉庫事業を中核とする物流事業並びにビル賃貸を中心とする不動

産事業であります。倉庫事業は、施設に多額の投資を必要とし、収益性の向上等により利

益の早期確保に努めるものの事業の性格上その投下資本の回収には相当の期間を必要とし、

不動産事業も、基本的に倉庫事業と同様の性格を有しております。 

利益の配分に当たっては、こうした事業の性格を踏まえ、今後の経営環境の変化と計画

的な事業展開に備えて財務体質の強化にも意を用い、剰余金の配当は、利益水準を考慮し

た安定的配当を実施していきたいと考えております。また内部留保資金は、主として設備

投資及び財務構成改善のための借入金返済資金等に充てることとしております。 
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② 当期の剰余金の配当 

当期の剰余金の配当については、期末配当金は当初の予定どおり１株につき６円とし、

中間配当金を加えた年間配当金は前期と同額の１株につき１２円とさせていただく予定で

あります。 

 

③ 次期の剰余金の配当 

次期の剰余金の配当については、利益水準を考慮した安定的配当を行うとの基本方針に

より、特別の事情がない限り、中間配当金・期末配当金はそれぞれ１株につき６円とし、

年間配当金は当期と同額の１株につき１２円とさせていただく予定であります。 

 

 (4) 事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなも

のがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、原則として当期末（平成 27 年３月 31 日）現在に

おいて判断したものであります。 

① 事業環境の変動 

当社グループの主たる事業は、倉庫事業を中核とする物流事業並びにビル賃貸を中心とす

る不動産事業であり、計画的な設備投資や高度なサービスの提供により安定した成長を図る

よう努めておりますが、物流事業では国内外の景気変動や顧客企業の物流合理化・事業再編

の影響等、不動産事業では賃貸オフィス市場における需給バランスや市況動向等、事業環境

の変動の影響を受けます。 
 

② 事業用資産（倉庫、賃貸ビル等）の災害による被災 

当社グループの主たる事業は、倉庫事業を中心とする物流事業並びにビル賃貸を中心とす

る不動産事業でありますが、倉庫事業、ビル賃貸事業とも施設に多額の投資を必要とし、ま

たこれらの施設は東京、横浜、名古屋、大阪、神戸及び福岡の６大都市圏を中心に立地して

おり、万一これらの地域で地震等の大規模災害が発生した場合は、当社の施設も被災し、会

社経営に相当の影響が生じる事態も予想されます。なお、当社は、地震災害等への備えとし

て次の対策を行っております。 

イ 建物の耐震対策 

(ｲ) 昭和 56年建築基準法改正以前の耐震基準の設計による建物について耐震診断を行い、

耐震性能が不充分な建物については現行基準並みの耐震強化工事を実施し、東京ダイ

ヤビル１～４号館については免震化工事を実施しました。 

(ﾛ) 阪神大震災以降に建設する建物について、現行基準を上回る耐震性能を付与した設

計としております。 

ロ 外部保険の付保及び自家保険積立金の積立 

(ｲ) 保有する事業用資産（有形固定資産）について、原則として全て火災保険を付保す

ることとしており、全損の恐れの少ない建物（鉄筋又は鉄骨鉄筋コンクリート造若し

くは耐火構造の鉄骨造）は実損填補として保険金額を減額して付保しております。 

(ﾛ) また、首都圏（東京、神奈川、埼玉）、東海地域（愛知、静岡）及び関西地域（大

阪、神戸）の重要性の高い倉庫、賃貸ビル等について、地震・津波災害に備えて地震

保険を付保しております。 

(ﾊ) このほか、火災保険や地震保険で填補されない事態の発生に備えて、剰余金の処分

による自家保険積立金の積立を行っております。 
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③ 事業用資産（土地、建物等）の時価下落 

当社は、「固定資産の減損に係る会計基準」の適用により、土地・建物等の時価下落や

収益性低下等により投資額の回収が見込めなくなった場合、将来に損失を繰り越さないた

め、回収の可能性を反映させるように減損処理を行う可能性があります。 

平成 27 年３月期において、収益性の低下した当社の不動産事業用施設（土地・建物等）

について減損損失（7 億 2 千 7 百万円）を特別損失として計上しました。 

 

④ 投資有価証券の時価変動 

当社は、主として営業上の取引関係維持・強化のため、取引先の株式を中心に当期末にお

いて 1,169 億 3 千 2 百万円の投資有価証券を保有しておりますが、「金融商品に関する会計

基準」の適用により、株式相場等の時価変動の影響を受けております。なお、当社は、その

他有価証券で時価のあるものについて、時価が取得原価に比べて 30％以上下落した場合、

回復の可能性を考慮のうえ減損処理を行うこととしており、また時価のない株式・出資の実

質価額低下による損失に備えるため、発行会社の純資産額が簿価を下回るものについて、回

復の可能性を考慮した引当額を投資損失引当金に計上することとしております。 

 

⑤ 退職給付債務 

当社及び一部連結子会社においては、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けて

おりますが、「退職給付に関する会計基準」に基づき、退職給付債務の割引率及び年金資産

の長期期待運用収益率の変更、年金資産の運用実績等により数理計算上の差異が変動し、こ

れに伴い退職給付費用も変動する可能性があります。 

 

⑥ 海外事業展開におけるカントリーリスク 

当社は、海外において北米、中国・アジア及び欧州に合計 20 社（北米２社、中国・アジ

ア 16 社、欧州２社）の子会社を設置し、倉庫・国際運送取扱等の物流事業を営んでおりま

す。海外での事業展開においては、現地の法令・商習慣等に則した経営活動の実践に努める

とともに、出資先において倉庫施設等の固定資産の取得を伴う場合は、カントリーリスクの

度合いを考慮し海外投資保険を付保することとしております。 

 

⑦ 環境保全に係る規制強化等 

当社グループは、環境問題の重要性を認識し、環境方針や環境ボランタリープランを定め、

地球環境に配慮した事業活動を推進しております。具体的には、倉庫や不動産賃貸施設の省

エネ対策に取り組むほか、お客様や委託先等と協力のうえ環境負荷を軽減するサービスの開

発に努めております。しかしながら、今後、関係法令や規制の強化等により、新たな設備投

資等の必要性が生じた場合には、資金やコスト負担の増加により、当社グループの経営成績

や財政状態に影響を受ける可能性があります。 

 

⑧ 情報ネットワークのセキュリティ 

当社は、ホストコンピュータ及び主要システムのオープン系サーバーを外部からの物理的

侵入が困難な施設内に設置しておりますが、インターネットにより外部から社内ネットワー

クに侵入された場合には重大な障害が発生する事態も想定されるため、インターネットを経

由して顧客との間で物流情報を受付け又は提供するシステムにおいては、専用サーバーを設

置してインターネットと社内ネットワークの接続ポイントを限定し、許可されたユーザーか

らのデータのみ通過させる等の厳重な管理を実施しております。 

また、地震災害等への備えとして社内ネットワークを二重化するとともに、遠隔地に情報

システム用の災害対策センターを設け、主要システムの代替サーバー設置やバックアップデ

ータの保管等を行っております。 
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２．企 業 集 団 の 状 況 

 
 当社グループは、当社及び子会社 57 社、関連会社 15 社により構成されており、当社を中心に各
社が相互に連携して「倉庫事業を中核とする物流事業」並びに「ビル賃貸を中心とする不動産事業」
を営んでおりますが、子会社及び関連会社の多くは、物流事業に関連する作業・運送や不動産事業
に関連するビル管理業務等を担当しております。 
 当社グループの連結範囲及び持分法の適用については、重要性の判断基準により、連結子会社が
50 社、持分法適用会社が３社（関連会社３社）となっており、このほか持分法を適用していない会
社が 19 社（うち非連結子会社７社、関連会社 12 社）あり、これらを「報告セグメント」との関連
で示せば、次のとおりであります。 

 

得        意        先 
 
 

当                 社 
倉庫・港湾運送等の物流事業 

（倉庫・陸上運送・港湾運送・国際運送取扱の各事業） 
不 動 産 事 業 

（不動産賃貸・不動産販売等の事業）
 
 

連結子会社（42 社） 
  東 北 菱 倉 運 輸 ㈱   内外フォワーディング ㈱ 
  埼 菱 サ ー ビ ス ㈱   九 州 菱 倉 運 輸          ㈱ 
  ＤＰネットワーク ㈱   門 菱 港 運          ㈱ 
  東京ダイヤサービス ㈱   博 菱 港 運 ㈱ 
  ダイヤ情報システム ㈱   西 邦 海 運 ㈱ 
  菱 倉 運 輸          ㈱   佐 菱 サ ー ビ ス ㈱ 
  ユ ニ ト ラ ン ス          ㈱  ＊米 国 三 菱 倉 庫 会 社 
  京浜内外フォワーディング ㈱  ＊加 州 三 菱 倉 庫 会 社 
  東 菱 企 業 ㈱  ＊欧 州 三 菱 倉 庫 会 社 
  富 士 物 流 ㈱  ＊富士物流ヨーロッパ会社 
  東 京 重 機 運 輸 ㈱  ＊三菱倉庫（中国）投資有限公司 
  エスアイアイ・ロジスティクス ㈱  ＊上海菱華倉庫運輸有限公司 
  富士物流ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞ ㈱  ＊上海青科倉儲管理有限公司 
  富士物流サポート ㈱  ＊富士国際貨運(中国)有限公司 
  金 港 サ ー ビ ス ㈱  ＊富士物流(大連保税区)有限公司

  中 部 貿 易 倉 庫          ㈱  ＊富士物流(上海)有限公司 
  名 菱 企 業 ㈱  ＊香 港 三 菱 倉 庫 会 社 

  菱 洋 運 輸 ㈱  ＊富士物流(香港)会社 
  旭 菱 倉 庫          ㈱  ＊泰 国 三 菱 倉 庫 会 社 
  阪 菱 企 業 ㈱  ＊インドネシア三菱倉庫会社 
  神 菱 港 運 ㈱  ＊富士物流マレーシア会社 

連結子会社（８社） 
  ダ イ ヤ ビ ル テ ッ ク ㈱ 
  横浜ダイヤビルマネジメント ㈱ 
  中 貿 開 発 ㈱ 
  名古屋ダイヤビルテック ㈱ 
  大阪ダイヤビルテック ㈱ 
  神 戸 ダ イ ヤ サ ー ビ ス ㈱ 
  神戸ダイヤメンテナンス ㈱ 
  ㈱ タ ク ト 

持分法適用会社（３社） 
（関連会社３社） 
  日本コンテナ・ターミナル ㈱  ＊JUPITER GLOBAL LIMITED 
  ㈱ 草 津 倉 庫          

 

 
持分法を適用していない会社（18 社） 
（うち非連結子会社６社） 
  内 外 船 舶          ㈱  ＊シンガポール三菱倉庫会社 
 ＊上海菱運国際貨運有限公司  ＊ダイヤロジスティックス マレーシア会社 
 ＊菱陽国際貨運代理(深圳)有限公司  ＊P.T.DIA-JAYA FORWARDING INDONESIA 
（うち関連会社 12 社） 

湘 南 企 業          ㈱   ㈱ 平 井 庄 商 店          
第 一 港 運          ㈱   神 戸 倉 庫          ㈱ 

  福 井 倉 庫          ㈱   相 互 運 輸 ㈱ 
  中 谷 運 輸          ㈱  ＊北京環捷物流有限公司 
  ㈱ ナカタニクリエイト  ＊MLC ITL LOGISTICS COMPANY LIMITED 

ＭＭトランスポート ㈱    ＊JUPITER MLC LOGISTICS(MYANMAR)LIMITED

持分法を適用していない会社（１社） 
（非連結子会社１社） 
  福岡ダイヤサービス ㈱ 
 
 
 
 

 (注)１.矢印は役務の主要な流れを示す。 
２.＊印は在外会社である。 
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３．経  営  方  針 

 

(1) 会社の経営の基本方針 

  当社グループの主たる事業は、倉庫事業を中核とする物流事業並びにビル賃貸を中心とする不

動産事業であります。 

  物流事業については、倉庫事業を中核として陸上運送・港湾運送・国際運送取扱の各事業を情

報通信技術の活用により有機的かつ総合的に運営し、グローバルに高度なロジスティクスサー

ビスを提供することを目指しており、不動産事業については、所有地の立地に適した活用によ

り、主としてオフィスビル・商業施設の賃貸事業の展開を図っております。 

  これら事業のフェアな遂行を通じて、適正な利潤の確保と安定した成長を図り、株主及び社員

に報いるとともに、豊かな社会の実現に貢献していきたいと考えております。 

  なお、設備投資については、倉庫事業は、施設に多額の投資を必要とし、収益性の向上等によ

り利益の早期確保に努めるものの事業の性格上その投下資本の回収には相当の期間を必要とし、

不動産事業も、基本的に倉庫事業と同様の性格を有しております。このため、これら設備投資

は利益水準を考慮しつつ中長期的観点から計画的かつ持続的に実施することが必要であり、こ

れにより安定した経営基盤の確保を図ることができるものと考えております。 

 

(2) 会社の対処すべき課題、中長期的な経営戦略及び目標とする経営指標 

今後の世界経済は、米国で景気の着実な回復が続くと見込まれるほか、欧州で次第に持ち直し

に向かい、中国など新興国では緩やかな拡大傾向が続くものと期待されます。またわが国経済は、

雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期

待されます。 

   こうした経済情勢にあって、当社グループを取り巻く事業環境は、倉庫及び港湾運送等物流業

界においては、貨物量の緩やかな増加が見込まれるものの競争の激化等により厳しい状況が続き、

また不動産業界においては、賃貸オフィスビルの需給改善が見込まれるものの本格的な賃料水準

の回復による業況の改善にはなお時間を要するものと思われます。 

   このような事業環境の下、当社グループは、平成 25 年度を初年度とする３カ年の中期経営計画

[2013－2015]に沿い、グローバル化に対応したロジスティクス事業の一層の拡充及び賃貸を中心

とする不動産事業の拡充等により、持続的な成長を図ります。 

具体的には、 

①物流事業においては、お客様から信頼を得ている高品質な配送センター業務や高効率のコンテ

ナターミナル業務を拡充するとともに、国内の物流事業の基盤強化を図ります。また、成長が

望めるアメリカ、中国、東南アジア等を中心に、当社グループの強みを活かした国内外一体の

ロジスティクス事業の展開を加速します。 

②不動産事業においては、長期安定した収益性を確保するため、既存賃貸施設の機能の維持・向

上及びビル賃貸事業以外のビジネスの拡大を図ります。 

③各種リスクの高まりに対応し、自然災害を中心としたリスク管理の強化を推進し、あわせて対

策の徹底を図ります。 

④グループ全体での環境配慮意識の向上に努め、企業の社会的責任を果たすとともに、事業の競

争力向上を図ります。 

⑤人材の育成と活用、財務基盤の安定、コンプライアンスの徹底、グループ経営強化、シナジー

の高いＭ＆Ａ・業務提携の実施等により、事業を支える経営基盤の強化を図ります。 
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 

当社グループは、現在、利害関係者の多くが国内の株主、債権者、取引先等であり、また海

外における資金調達の必要性が低いことから、会計基準は日本基準を適用しております。 

今後については、国内外の諸情勢を考慮の上、ＩＦＲＳ適用の検討を進める方針であります。 
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５．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 35,523 38,493 

    受取手形及び営業未収金 30,747 32,569 

    有価証券 7,600 6,600 

    販売用不動産 6,003 6,040 

    繰延税金資産 1,871 1,906 

    その他 4,437 4,992 

    貸倒引当金 △85 △82 

    流動資産合計 86,098 90,519 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 107,530 117,719 

      機械装置及び運搬具（純額） 3,540 4,441 

      土地 71,348 73,861 

      建設仮勘定 5,144 1,333 

      その他（純額） 2,794 3,248 

      有形固定資産合計 190,359 200,604 

    無形固定資産     

      借地権 7,722 7,722 

      のれん 2,147 1,925 

      その他 6,665 6,953 

      無形固定資産合計 16,535 16,600 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 94,583 116,932 

      長期貸付金 544 510 

      繰延税金資産 2,857 2,461 

      その他 5,443 5,527 

      貸倒引当金 △22 △22 

      投資損失引当金 △161 △92 

      投資その他の資産合計 103,245 125,316 

    固定資産合計 310,140 342,522 

  資産合計 396,238 433,041 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び営業未払金 18,915 20,326 

    短期借入金 19,447 18,042 

    1年内償還予定の社債 5,000 7,000 

    未払法人税等 3,121 2,794 

    取締役賞与引当金 35 35 

    その他 10,084 11,113 

    流動負債合計 56,605 59,312 

  固定負債     

    社債 34,000 27,000 

    長期借入金 13,715 24,265 

    長期預り金 22,443 22,972 

    繰延税金負債 16,078 22,125 

    役員退職慰労引当金 225 172 

    退職給付に係る負債 15,898 13,593 

    その他 629 511 

    固定負債合計 102,991 110,640 

  負債合計 159,596 169,952 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 22,393 22,393 

    資本剰余金 19,617 19,617 

    利益剰余金 157,685 164,904 

    自己株式 △747 △783 

    株主資本合計 198,950 206,132 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 35,043 51,994 

    為替換算調整勘定 956 2,299 

    退職給付に係る調整累計額 △550 128 

    その他の包括利益累計額合計 35,450 54,422 

  少数株主持分 2,241 2,533 

  純資産合計 236,641 263,089 

負債純資産合計 396,238 433,041 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業収益     

  倉庫保管料 22,125 22,765 

  倉庫荷役料 15,373 16,145 

  陸上運送料 42,645 44,085 

  港湾荷役料 16,620 17,453 

  国際運送取扱料 46,934 50,486 

  不動産賃貸料 31,905 32,063 

  その他 22,556 21,361 

  営業収益合計 198,161 204,362 

営業原価     

  作業運送委託費 83,710 88,206 

  人件費 34,075 34,531 

  施設賃借費 8,047 8,506 

  減価償却費 12,277 13,052 

  その他 38,831 38,929 

  営業原価合計 176,942 183,226 

営業総利益 21,219 21,135 

販売費及び一般管理費 9,071 9,686 

営業利益 12,148 11,449 

営業外収益     

  受取利息 46 60 

  受取配当金 2,095 2,457 

  持分法による投資利益 185 486 

  その他 599 905 

  営業外収益合計 2,926 3,909 

営業外費用     

  支払利息 776 768 

  その他 184 133 

  営業外費用合計 960 902 

経常利益 14,113 14,456 
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                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

特別利益     

  固定資産処分益 71 78 

  固定資産受贈益 25 - 

  投資有価証券売却益 1,917 2,106 

  投資損失引当金戻入額 - 68 

  施設解約補償金 17 35 

  特別利益合計 2,032 2,289 

特別損失     

  固定資産処分損 951 1,097 

  減損損失 - 727 

  投資有価証券評価損 13 - 

  アドバイザリー費用 157 - 

  本社移転費用 - 70 

  損害補償費用 621 - 

  特別損失合計 1,743 1,894 

税金等調整前当期純利益 14,402 14,851 

法人税、住民税及び事業税 5,288 5,078 

法人税等調整額 429 488 

法人税等合計 5,718 5,567 

少数株主損益調整前当期純利益 8,683 9,284 

少数株主利益 162 150 

当期純利益 8,520 9,133 
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連結包括利益計算書 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 8,683 9,284 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 685 16,975 

  為替換算調整勘定 1,802 1,118 

  退職給付に係る調整額 - 681 

  持分法適用会社に対する持分相当額 366 363 

  その他の包括利益合計 2,854 19,138 

包括利益 11,537 28,422 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 11,272 28,106 

  少数株主に係る包括利益 264 316 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 22,393 19,617 151,269 △712 192,568 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
        ― 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
22,393 19,617 151,269 △712 192,568 

当期変動額           

剰余金の配当     △2,103   △2,103 

当期純利益     8,520   8,520 

自己株式の取得       △35 △35 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
          

当期変動額合計 ― 0 6,416 △34 6,381 

当期末残高 22,393 19,617 157,685 △747 198,950 
 

  
その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 34,383 △1,134 ― 33,248 2,010 227,827 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
          ― 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
34,383 △1,134 ― 33,248 2,010 227,827 

当期変動額             

剰余金の配当           △2,103 

当期純利益           8,520 

自己株式の取得           △35 

自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
660 2,091 △550 2,201 230 2,432 

当期変動額合計 660 2,091 △550 2,201 230 8,814 

当期末残高 35,043 956 △550 35,450 2,241 236,641 
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  当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 22,393 19,617 157,685 △747 198,950 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
    188   188 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
22,393 19,617 157,874 △747 199,138 

当期変動額           

剰余金の配当     △2,103   △2,103 

当期純利益     9,133   9,133 

自己株式の取得       △36 △36 

自己株式の処分         ― 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
          

当期変動額合計 ― ― 7,030 △36 6,993 

当期末残高 22,393 19,617 164,904 △783 206,132 
 

  
その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 35,043 956 △550 35,450 2,241 236,641 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
          188 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
35,043 956 △550 35,450 2,241 236,830 

当期変動額             

剰余金の配当           △2,103 

当期純利益           9,133 

自己株式の取得           △36 

自己株式の処分           ― 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
16,950 1,342 679 18,972 292 19,264 

当期変動額合計 16,950 1,342 679 18,972 292 26,258 

当期末残高 51,994 2,299 128 54,422 2,533 263,089 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 14,402 14,851 

  減価償却費 12,517 13,389 

  減損損失 - 727 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 15 △6 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 52 △2,309 

  投資損失引当金の増減額（△は減少） △8 △68 

  受取利息及び受取配当金 △2,141 △2,517 

  支払利息 776 768 

  持分法による投資損益（△は益） △185 △486 

  固定資産処分損益（△は益） 244 347 

  投資有価証券売却損益（△は益） △1,914 △2,106 

  投資有価証券評価損益（△は益） 13 - 

  売上債権の増減額（△は増加） 492 △1,455 

  販売用不動産の増減額（△は増加） 320 △36 

  仕入債務の増減額（△は減少） △1,386 1,220 

  預り金の増減額（△は減少） △36 589 

  その他 △509 1,366 

  小計 22,652 24,274 

  利息及び配当金の受取額 2,254 2,605 

  利息の支払額 △750 △774 

  法人税等の支払額 △4,454 △5,413 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 19,701 20,691 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △1,048 △1,507 

  定期預金の払戻による収入 604 1,628 

  固定資産の取得による支出 △25,166 △23,764 

  固定資産の売却による収入 218 94 

  投資有価証券の取得による支出 △844 △366 

  投資有価証券の売却による収入 3,406 3,348 

  子会社出資金の取得による支出 △321 - 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却
による支出 

△7 - 

  貸付けによる支出 △130 △72 

  貸付金の回収による収入 131 96 

  その他 13 △20 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △23,144 △20,562 
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                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入れによる収入 9,971 8,047 

  短期借入金の返済による支出 △1,985 △9,255 

  長期借入れによる収入 1,293 11,766 

  長期借入金の返済による支出 △5,201 △1,472 

  社債の発行による収入 10,000 - 

  社債の償還による支出 - △5,000 

  配当金の支払額 △2,104 △2,104 

  その他 △339 △343 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 11,634 1,638 

現金及び現金同等物に係る換算差額 583 272 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,774 2,040 

現金及び現金同等物の期首残高 32,461 41,236 

現金及び現金同等物の期末残高 41,236 43,276 
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(5) 連結財務諸表に関する注記事項 

    (継続企業の前提に関する注記) 

   該当事項はありません。 

 
    (連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

①� 連結の範囲に関する事項 

子会社 57 社のうち 50 社を連結の範囲に含めております。 

また、非連結子会社７社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりません。 

なお、連結子会社及び非連結子会社の名称は、８ページ「企業集団の状況」に記載しており

ます。 
 

   ② 持分法の適用に関する事項 

関連会社 15 社のうち３社について、持分法を適用しております。 

また、持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

なお、持分法適用の関連会社並びに持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名

称は、８ページ「企業集団の状況」に記載しております。 
 

   ③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、米国三菱倉庫会社等の海外子会社 15 社を除き連結決算日と

同じであります。 

米国三菱倉庫会社等の海外子会社 15 社の決算日は 12 月 31 日でありますが、連結財務諸表の

作成にあたっては 12 月 31 日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引について連結上必要な調整を行っております。 
 
   ④ 会計処理基準に関する事項 

    イ 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券 

      その他有価証券 

 Ａ 時価のあるもの 

      決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

 Ｂ 時価のないもの 

      移動平均法による原価法によっております。 

(ﾛ) デリバティブ 

      時価法によっております。 

(ﾊ) たな卸資産（販売用不動産） 

      個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

 

    ロ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法に規定する耐用年数による定率法によっております。 

なお、倉庫用施設（建物本体）については、法人税法に規定する耐用年数による定額法

によっており、賃貸用商業施設（建物本体）については、経済的耐用年数（20 年を基

準とし賃貸借契約年数等を勘案して決定）に基づく定額法によっております。 
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(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５～10 年）

に基づく定額法により償却しております。 

(ﾊ) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

    ハ 重要な引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

売掛金、貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(ﾛ) 投資損失引当金 

時価のない株式・出資の実質価額低下による損失に備えるため、発行会社の純資産額が

簿価を下回るものについて回復の可能性を考慮した引当額を計上しております。 

(ﾊ) 取締役賞与引当金 

取締役に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を

計上しております。 

(ﾆ) 役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社所定の基準に

よる連結会計年度末要支給額を計上しております。 

 

    ニ 退職給付に係る会計処理の方法 

(ｲ) 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

(ﾛ) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５～16 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から償却しております。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５～15 年）による定額法により償却しております。 

 

    ホ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、

連結会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。 

 

    ヘ のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、５～10 年間で均等償却しておりますが、金額が僅少の場合は発生年度に全額償

却することとしております。 
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    ト 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金、取得日より６ヵ月以内に満期日が到来する定期性預金、取得日より６ヵ

月以内に償還期限の到来する容易に換金可能で価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期投資からなっております。 

 

    チ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(会計方針の変更) 

｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下｢退職給付会

計基準｣という。）及び｢退職給付に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第 25

号 平成 27 年３月 26 日。以下｢退職給付適用指針｣という。）を、退職給付会計基準第 35 項本

文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、

退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法をポイント基

準及び期間定額基準から給付算定式基準へ変更並びに割引率の決定方法を割引率決定の基礎

となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法

から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに

従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が 291 百万円減少し、利益剰余金が

188 百万円増加しております。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当

期純利益及び１株当たり情報に与える影響はいずれも軽微であります。 
 

（連結貸借対照表関係） 

                                             （前連結会計年度）       （当連結会計年度） 

     ① 有形固定資産減価償却累計額              274,010 百万円           282,191 百万円 

     ② 保証債務 

他社の借入金に対する債務保証             2,481 百万円             2,186 百万円 

     ③ 非連結子会社及び関連会社に対する投資      

         投 資 有 価 証 券(株  式)                7,175 百万円             7,951 百万円 

         投資その他の資産 

            「その他」(出資金)                   572 百万円               600 百万円 
 

（連結損益計算書関係） 

減損損失 

当連結会計年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

場 所 用 途 種 類 金額（百万円） 
兵庫県高砂市 賃貸用商業施設 土地、建物等 727 

減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独
立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っており
ます。 
上記資産グループについては、営業活動による収益性の低下が認められ、短期的な回復が見
込まれないため、当該資産グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額727百万円（土地676百万円、建物49百万円、その他0百万円）を減損損失として特別損
失に計上しました。 
なお、回収可能価額は、不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額により測定しております。 
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（連結包括利益計算書関係） 

 当連結会計年度（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日） 

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

その他有価証券評価差額金 

当期発生額      20,341 百万円 

組替調整額       2,106   〃   

税効果調整前      22,447   〃 

税効果額    △  5,472   〃   

その他有価証券評価差額金    16,975   〃   

為替換算調整勘定 

当期発生額       1,118 百万円 

退職給付に係る調整額 

当期発生額       1,152 百万円 

組替調整額    △     103   〃   

税効果調整前       1,049   〃 

税効果額    △    367   〃   

退職給付に係る調整額       681   〃   

持分法適用会社に対する持分相当額 

当期発生額        363 百万円 

その他の包括利益合計   19,138 百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

① 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増   加 減   少 当連結会計年度末 

発行済株式 
普通株式 (株) 

 
   175,921,478 

 
           - 

 
           - 

 
   175,921,478 

自 己 株 式 
普通株式 (株) 

 
       676,545 

 
      21,562 

 
           - 

 
       698,107 

       (注)自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。 
 

   ② 配当に関する事項 

イ 配当金支払額 

決  議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 26 年 6 月 27 日 

定時株主総会 

 

普通株式 

 

1,051 百万円

 

   6 円 
 

平成 26 年 3 月 31 日 

 

平成 26 年 6 月 30 日

平成 26 年 10 月 31 日 

取 締 役 会 

 

普通株式 

 

1,051 百万円

 

   6 円 
 

平成 26 年 9 月 30 日 

 

平成 26 年 12 月 1 日

 

ロ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成 27 年６月 26 日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。 

     普通株式の配当に関する事項 

(ｲ) 配当金の総額   １,０５１百万円 

(ﾛ) 配 当 の 原 資   利益剰余金 

(ﾊ) １株当たり配当額  ６円 

(ﾆ) 基 準 日   平成 27 年３月 31 日 

(ﾎ) 効 力 発 生 日   平成 27 年６月 29 日 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                                          前連結会計年度   当連結会計年度 

現金及び預金                         35,523 百万円      38,493 百万円 

預入期間が６ヵ月を超える定期預金             △ 1,887 百万円    △ 1,817 百万円 

容易に換金可能で価値変動リスクの僅少な有価証券         7,600 百万円       6,600 百万円 

流動資産その他（預け金）                        0 百万円            0 百万円 

現金及び現金同等物                      41,236 百万円      43,276 百万円 
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（セグメント情報等） 

 【セグメント情報】 
１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。 

当社の報告セグメントは、連結会社の事業活動における業務の種類・性質及び役務の提供方法並び

に提供役務市場等の類似性を勘案して決定しており、「倉庫・港湾運送等の物流事業」及び「不動

産事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「倉庫・港湾運送等の物流事業」は、倉庫事業を中核として陸上運送、港湾運送及び国際運送取扱の各

事業から構成され、「不動産事業」は、不動産賃貸、不動産販売等の事業から構成されております。 
 

２ 報告セグメントごとの営業収益、利益又は資産、その他の項目の金額の算定方法 
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部営業収益及び振

替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３ 報告セグメントごとの営業収益、利益又は資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで） 
 報告セグメント

 
合  計 

 

 
 
調 整 額 
(注)1 

連 結
財務諸表
計 上 額

(注)2 

倉庫・港湾 
運 送 等 の
物 流 事 業

不動産事業
 

 

営 業 収 益 

 外部顧客に対する営業収益 

 セグメント間の内部営業収益又は振替高 

百万円

 

  162,057 

      424 

百万円

 

   36,104 

    1,380 

百万円 

 

  198,161 

    1,804 

百万円

 

         - 

 △  1,804 

百万円

 

  198,161 

        - 

計   162,481    37,484   199,966  △  1,804   198,161 

セグメント利益     6,816     9,702    16,519  △  4,370    12,148 

セグメント資産   182,308   102,399   284,708    111,530   396,238 

そ の 他 の 項 目 

  減 価 償 却 費 

  のれんの償却額 

  持分法適用会社への投資額 

  有形固定資産及び無形固定資産の増加額 

 

    6,019 

      299 

    6,515 

   10,203 

 

    6,395 

        - 

        - 

   13,410 

 

   12,415 

      299 

    6,515 

   23,613 

 

       102 

         - 

         - 

        61 

 

   12,517 

      299 

    6,515 

   23,674 

 (注) １．調整額は以下の通りである。 

(1) セグメント利益の調整額△4,370 百万円には、セグメント間取引消去 19 百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△4,390 百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費である。 

(2) セグメント資産の調整額 111,530 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産である。

全社資産の主なものは、連結財務諸表提出会社の運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資

金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 61 百万円は、管理部門に係る設備投資額である。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 
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当連結会計年度（平成 26 年４月１日から平成 27 年３月 31 日まで） 

 報告セグメント
 
合  計 

 

 
 
調 整 額 
(注)1 

連 結
財務諸表
計 上 額

(注)2 

倉庫・港湾 
運 送 等 の
物 流 事 業

不動産事業
 

 

営 業 収 益 

 外部顧客に対する営業収益 

 セグメント間の内部営業収益又は振替高 

百万円

 

  169,860 

      541 

百万円

 

   34,501 

    1,439 

百万円 

 

  204,362 

    1,981 

百万円

 

         - 

 △  1,981 

百万円

 

  204,362 

        - 

計   170,402    35,941   206,343  △  1,981   204,362 

セグメント利益     7,204     9,166    16,370  △  4,921    11,449 

セグメント資産   191,260   106,753   298,014    135,027   433,041 

そ の 他 の 項 目 

  減 価 償 却 費 

  のれんの償却額 

  持分法適用会社への投資額 

  有形固定資産及び無形固定資産の増加額 

 

    6,335 

      308 

    7,293 

   11,856 

 

    6,861 

        - 

        - 

   10,306 

 

   13,196 

      308 

    7,293 

   22,162 

 

       192 

         - 

         - 

     2,299 

 

   13,389 

      308 

    7,293 

   24,462 

(注) １．調整額は以下の通りである。 

(1) セグメント利益の調整額△4,921 百万円には、セグメント間取引消去 20 百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△4,942 百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費である。 

(2) セグメント資産の調整額 135,027 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産である。

全社資産の主なものは、連結財務諸表提出会社の運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資

金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 2,299 百万円は、管理部門に係る設備投資額で

ある。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

 

 【関連情報】 

前連結会計年度（平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで） 

地域ごとの情報 

営業収益 

（単位：百万円） 

日 本 その他 合 計 

178,653 19,508 198,161 

  (注)営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。 

 
当連結会計年度（平成 26 年４月１日から平成 27 年３月 31 日まで） 

 地域ごとの情報 

営業収益 

（単位：百万円） 

日 本 その他 合 計 

181,301 23,060 204,362 

  (注)営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。 
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（税効果会計関係） 
 
 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
                               前連結会計年度         当連結会計年度 

                              (平成 26 年 3 月 31 日)        (平成 27 年 3 月 31 日) 

  （繰延税金資産） 

未 払 事 業 税                  ２３２百万円         ２２４百万円 

投資損失引当金                   ５７ 〃           ２９ 〃 

貸 倒 引 当 金                   ３８ 〃           ３８ 〃 

未 払 賞 与                  ９９８ 〃          ９３１ 〃 

退職給付に係る負債              ５，５２９ 〃        ４，５１５ 〃 

減 価 償 却 費                ６，３８２ 〃        ５，９７３ 〃 

減 損 損 失                ２，９０７ 〃        ２，７９９ 〃 

そ の 他                １，９７９ 〃        １，９０７ 〃 

  繰延税金資産小計            １８，１２５ 〃       １６，４２１ 〃 

  評 価 性 引 当 額                   △ １，０６５ 〃      △ １，１１１ 〃 

  繰延税金資産合計            １７，０５９ 〃       １５，３１０ 〃 
 

  （繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金         △１９，１６５百万円     △２４，５４２百万円 

圧縮記帳積立金               △ ８，４６６ 〃      △ ７，６３９ 〃 

そ の 他               △   ７９４ 〃      △   ９２１ 〃  

  繰延税金負債合計                   △２８，４２６ 〃      △３３，１０３ 〃  

  繰延税金負債の純額          △１１，３６６ 〃      △１７，７９３ 〃  

 
 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 

                               前連結会計年度         当連結会計年度 

                              (平成 26 年 3 月 31 日)        (平成 27 年 3 月 31 日) 

  法定実効税率                        －          ３５.６％ 

  （調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目           －           １.１〃 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目         －         △ ２.８〃 

住民税均等割等                      －           ０.７〃 

持分法による投資損益                   －         △ １.２〃 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正         －           ４.３〃 

その他                          －         △ ０.２〃 

税効果会計適用後の法人税等の負担率            －          ３７.５％ 
 

(注)前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の 100 分の 5 以下であるため注記を省略しております。 

 

 ３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成 27 年３月 31

日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成

27 年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の 35.6%から、

回収又は支払が見込まれる期間が平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までのものは 33.1%、

平成 28 年４月１日以降のものについては 32.3%にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が 1,888 百万円減少し、当連

結会計年度に計上された法人税等調整額が 637 百万円、その他有価証券評価差額金が 2,520 百万円、

退職給付に係る調整累計額が 5 百万円それぞれ増加しております。 
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（有価証券関係） 
 

１ その他有価証券（平成 27 年３月 31 日現在） 
 

種      類 
連結貸借対照表
計 上 額

取 得 原 価 差    額 

 

 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
 
 

 

(1) 株 式 

(2) 債 券 

    国債・地方債 

(3) その他 

百万円

    107,588 

 

         17 

          - 

百万円 

     30,616 

 

         17 

          - 

百万円

    76,971 

   

         0 

         - 

小   計     107,605      30,633     76,971 

 
 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
 

 

(1) 株 式 

(2) 債 券 

(3) その他 

 

        179 

          - 

          - 

 

        183 

          - 

          - 

 

  △     4 

         - 

         - 

小   計         179         183   △     4 

合     計     107,785      30,817     76,967 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日） 

売 却 額       売却益の合計額 売却損の合計額 

百万円 

               3,348 

百万円

              2,106 

百万円

                   0 

 

（賃貸等不動産関係） 

当連結会計年度（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日） 
 

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む）

を有しております。平成 27 年３月期における賃貸等不動産に関する損益は、賃貸利益 9,221 百万

円（営業利益に計上）、助成金収入等 194 百万円（営業外収益に計上）、施設解約補償金 29 百万

円（特別利益に計上）、減損損失 727 百万円、固定資産処分損 693 百万円（以上、特別損失に計上）

であります。 

また、賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 
連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

     84,939   6,173      91,112       285,256 

(注)   １.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２.当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は既存施設の維持・更新等 11,744 百万円で

あり、主な減少額は減価償却 6,824 百万円であります。 

３.連結決算日における時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額であります。 
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（１株当たり情報） 

当連結会計年度（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日） 

  １ １株当たり純資産額          1,486.99 円 

  ２ １株当たり当期純利益           52.12 円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

（１株当たり当期純利益の算定上の基礎） 

連結損益計算書上の当期純利益            9,133 百万円 

普通株式に係る当期純利益                9,133 百万円 

普通株主に帰属しない金額の主な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数              175,234,711 株 
 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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６．個別財務諸表 

（１）貸借対照表 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 16,337 17,583 

    受取手形 316 355 

    営業未収金 18,098 19,390 

    有価証券 7,000 6,000 

    販売用不動産 6,003 6,040 

    前払費用 585 632 

    短期貸付金 271 300 

    繰延税金資産 1,183 1,273 

    立替金 1,091 1,406 

    その他 924 839 

    貸倒引当金 △11 △8 

    流動資産合計 51,802 53,813 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 96,608 104,970 

      構築物 2,342 2,270 

      機械及び装置 2,749 3,333 

      車両運搬具 69 376 

      工具、器具及び備品 1,420 1,871 

      土地 65,051 65,812 

      建設仮勘定 5,137 1,325 

      有形固定資産合計 173,378 179,960 

    無形固定資産     

      借地権 7,673 7,673 

      ソフトウエア 987 4,499 

      その他 3,538 381 

      無形固定資産合計 12,199 12,554 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 86,159 107,049 

      関係会社株式・出資金 24,075 25,620 

      長期貸付金 660 581 

      差入保証金 3,531 3,577 

      その他 370 387 

      貸倒引当金 △14 △15 

      投資損失引当金 △1,841 △1,593 

      投資その他の資産合計 112,941 135,609 

    固定資産合計 298,519 328,124 

  資産合計 350,321 381,937 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    営業未払金 11,179 12,478 

    短期借入金 16,435 14,929 

    1年内償還予定の社債 5,000 7,000 

    未払金 3,035 3,268 

    未払法人税等 2,532 2,206 

    前受金 2,447 2,691 

    預り金 1,330 1,413 

    取締役賞与引当金 35 35 

    その他 801 643 

    流動負債合計 42,796 44,668 

  固定負債     

    社債 34,000 27,000 

    長期借入金 12,010 21,711 

    長期預り金 20,923 21,402 

    繰延税金負債 15,011 20,665 

    退職給付引当金 6,720 5,824 

    固定負債合計 88,665 96,603 

  負債合計 131,462 141,272 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 22,393 22,393 

    資本剰余金     

      資本準備金 19,383 19,383 

      その他資本剰余金 4 4 

      資本剰余金合計 19,387 19,387 

    利益剰余金     

      利益準備金 3,121 3,121 

      その他利益剰余金     

        自家保険積立金 6,728 6,928 

        圧縮記帳積立金 14,822 15,468 

        特別償却積立金 517 743 

        別途積立金 108,240 113,740 

        繰越利益剰余金 9,663 8,400 

      利益剰余金合計 143,092 148,401 

    自己株式 △710 △747 

    株主資本合計 184,163 189,435 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 34,696 51,230 

    評価・換算差額等合計 34,696 51,230 

  純資産合計 218,859 240,665 

負債純資産合計 350,321 381,937 
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（２）損益計算書 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業収益     

  倉庫保管料 16,840 16,999 

  倉庫荷役料 9,566 9,348 

  陸上運送料 22,686 23,060 

  港湾荷役料 15,129 15,871 

  国際運送取扱料 30,229 32,716 

  不動産賃貸料 29,593 29,516 

  その他 15,029 14,126 

  営業収益合計 139,075 141,638 

営業原価     

  作業運送委託費 66,259 69,116 

  人件費 11,639 11,571 

  施設賃借費 5,065 5,189 

  減価償却費 10,558 11,347 

  その他 32,490 31,643 

  営業原価合計 126,012 128,868 

営業総利益 13,063 12,769 

販売費及び一般管理費 4,201 4,743 

営業利益 8,861 8,025 

営業外収益     

  受取利息及び配当金 2,566 3,041 

  その他 410 587 

  営業外収益合計 2,976 3,629 

営業外費用     

  支払利息 739 732 

  その他 113 40 

  営業外費用合計 852 773 

経常利益 10,985 10,880 
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                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

特別利益     

  固定資産処分益 49 33 

  固定資産受贈益 25 - 

  投資有価証券売却益 1,855 2,106 

  関係会社株式売却益 36 - 

  投資損失引当金戻入額 149 248 

  施設解約補償金 13 - 

  特別利益合計 2,130 2,388 

特別損失     

  固定資産処分損 720 951 

  減損損失 - 727 

  投資有価証券評価損 10 - 

  アドバイザリー費用 157 - 

  本社移転費用 - 78 

  特別損失合計 888 1,756 

税引前当期純利益 12,227 11,512 

法人税、住民税及び事業税 4,137 3,865 

法人税等調整額 299 278 

法人税等合計 4,437 4,143 

当期純利益 7,789 7,369 
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（３）株主資本等変動計算書 

  前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

 

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
利益準備金 

その他利益剰余金 

自家保険 

積立金 

圧縮記帳 

積立金 

特別償却 

積立金 

当期首残高 22,393 19,383 4 3,121 6,528 14,917 481 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
              

会計方針の変更を反映した

当期首残高 
22,393 19,383 4 3,121 6,528 14,917 481 

当期変動額               

剰余金の配当               

当期純利益               

自家保険積立金の積立         200     

圧縮記帳積立金の取崩           △119   

圧縮記帳積立金の積立           24   

特別償却積立金の取崩             △85 

特別償却積立金の積立             121 

別途積立金の積立               

自己株式の取得               

自己株式の処分     0         

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
              

当期変動額合計 ― ― 0 ― 200 △95 36 

当期末残高 22,393 19,383 4 3,121 6,728 14,822 517 
 

  

株主資本 
評価・換算 

差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
その他有価証券 

評価差額金 
その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 103,740 8,618 △676 178,512 34,125 212,637 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
      ―   ― 

会計方針の変更を反映した

当期首残高 
103,740 8,618 △676 178,512 34,125 212,637 

当期変動額             

剰余金の配当   △2,103   △2,103   △2,103 

当期純利益   7,789   7,789   7,789 

自家保険積立金の積立   △200   ―   ― 

圧縮記帳積立金の取崩   119   ―   ― 

圧縮記帳積立金の積立   △24   ―   ― 

特別償却積立金の取崩   85   ―   ― 

特別償却積立金の積立   △121   ―   ― 

別途積立金の積立 4,500 △4,500   ―   ― 

自己株式の取得     △35 △35   △35 

自己株式の処分     0 0   0 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
        570 570 

当期変動額合計 4,500 1,044 △34 5,650 570 6,221 

当期末残高 108,240 9,663 △710 184,163 34,696 218,859 
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  当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

 

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
利益準備金 

その他利益剰余金 

自家保険 

積立金 

圧縮記帳 

積立金 

特別償却 

積立金 

当期首残高 22,393 19,383 4 3,121 6,728 14,822 517 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
              

会計方針の変更を反映した

当期首残高 
22,393 19,383 4 3,121 6,728 14,822 517 

当期変動額               

剰余金の配当               

当期純利益               

自家保険積立金の積立         200     

圧縮記帳積立金の取崩           △122   

圧縮記帳積立金の積立           769   

特別償却積立金の取崩             △101 

特別償却積立金の積立             326 

別途積立金の積立               

自己株式の取得               

自己株式の処分               

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
              

当期変動額合計 ― ― ― ― 200 646 225 

当期末残高 22,393 19,383 4 3,121 6,928 15,468 743 
 

  

株主資本 
評価・換算 

差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
その他有価証券 

評価差額金 
その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 108,240 9,663 △710 184,163 34,696 218,859 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
  43   43   43 

会計方針の変更を反映した

当期首残高 
108,240 9,707 △710 184,206 34,696 218,902 

当期変動額             

剰余金の配当   △2,103   △2,103   △2,103 

当期純利益   7,369   7,369   7,369 

自家保険積立金の積立   △200   ―   ― 

圧縮記帳積立金の取崩   122   ―   ― 

圧縮記帳積立金の積立   △769   ―   ― 

特別償却積立金の取崩   101   ―   ― 

特別償却積立金の積立   △326   ―   ― 

別途積立金の積立 5,500 △5,500   ―   ― 

自己株式の取得     △36 △36   △36 

自己株式の処分       ―   ― 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
        16,534 16,534 

当期変動額合計 5,500 △1,306 △36 5,228 16,534 21,762 

当期末残高 113,740 8,400 △747 189,435 51,230 240,665 
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